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1． 実施協議調査団派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

1991 年 10 月パリ和平合意文書調印の後、わが国は 1992 年から 3 年間にわたりカンボディア王

国（以下、カンボディア）保健省に医療アドバイザーを派遣し、カンボディアの保健医療全般の状

況把握とわが方支援のあり方について調査を行った。その結果、カンボディアの母子保健状況は

近隣諸国と比べて特に劣悪であり、その改善が急務であることが判明した。一方、新体制に移行

した同国では、1993 年 11 月に国家母子保健計画が策定され、それに基づき、わが国に対して同計

画の実施責任機関となる国立母子保健センター（National Maternal and Child Health Center：

NMCHC）の運営体制等を強化するためのプロジェクト方式技術協力と、右センターの建設にかか

る無償資金協力が要請された。

本要請を受けて上記プロジェクトを実施し、1999 年 8 月には終了時評価調査団が派遣され、看

護部門の設立による臨床サービスの強化、診療費徴収制度（User Fee System）の導入、研修実施

による要員の訓練等多くの成果が得られたとの調査結果であった。しかし、医師部門、運営管理

部門等同センターで強化が必要な部分はいまだ多く、地方における母子保健サービスも改善が必

要であり、国全体として母子保健を強化することが依然として急務である。

このような背景のもと、カンボディア政府は、トップリフェラルとしてのNMCHC の強化と、リ

フェラルシステム強化のための地方病院（州病院・郡病院・ヘルスセンター）の母子保健サービス

確立を主眼としたプロジェクト方式技術協力「カンボディア国母子保健プロジェクト（フェーズ2）」

を要請してきた。

本要請を踏まえ、1999 年 12 月にプロジェクトサイクルマネージメント（PCM）ワークショップ

開催による協力実施計画を策定するため短期調査員を派遣した。今般、プロジェクト開始にあたっ

て協力内容・先方実施体制・双方の責任分担等を協議し、討議議事録（R e c o r d  o f

Discussions：R/D）を署名・交換するため本調査団が派遣された。

1 － 2　調査団の構成

　　　　担当　　　　　氏名　　　　　　　　所属

団長　総　　括 矢崎　義雄 国立国際医療センター病院長

団員　産婦人科 箕浦　茂樹 国立国際医療センター産科・婦人科医長

団員　運営管理 建野　正毅 国立国際医療センター国際医療協力局派遣協力第二課長

団員　看護管理 小西　洋子 国立国際医療センター副看護部長

団員　協力計画 伊藤　賢一 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課職員
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1 － 3　調査日程

1 － 4 主要面談者

（1）カンボディア側関係者

1）保健省（Ministry of Health）

Dr. Mam Bunheng Secretary of State for Health

Dr. Eng Huot Director General of Health

2）国立母子保健センター（National Maternal and Child Health Center）

Dr. Koum Kanal Director

Dr. San Chan Soeung Vice Director ＆ Chief of Delivery

Dr. Tan Vuoch Chheng Vice Director ＆ Chief of Administration

Mr. Huot Khom Director of Administration

Dr. Tiv Say Director of Technical Bureau

日順 月　日 曜日 移 動 お よ び 業 務

1 1／ 9 日 移動　11：00　成田→バンコク（JL717）

7 1／15 土 移動　バンコク→成田

2 1／10 月
移動　08：20　バンコク→プノンペン（TG696）
14：00　JICA事務所表敬
15：00　保健省表敬

3 1／11 火
08：00　NMCHC視察
14：00　PDM/TSI、R/D協議
16：00　小渕首相夫人センター視察出迎え

4 1／12 水 08：00　カンダール州病院視察
14：00　R/D協議

5 1／13 木

08：50　タケオ州保健局表敬
09：50　タケオ州病院視察
15：00　医療専門学校（看護、臨床検査、理学療法）視察
　　　　（矢崎団長、箕浦団員、小西団員）
15：00　カンボディア国家開発評議会（CDC）表敬（建野団員・伊藤団員）

6 1／14 金

09：00　R/D署名・交換
10：00　JICA事務所報告
11：00　日本大使館報告
移動　17：10　プノンペン→バンコク（矢崎団長、箕浦団員、建野団員、伊

藤団員、TG699）

8 1／16 日
移動（小西団員、引き続きミャンマー国ハンセン病対策・基礎保健サービス
改善プロジェクト実施協議調査団に参団）
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Ms. Ching Chan Tach Director of Nursing Division

3）カンダール州病院

Dr. Kong Chhunly Deputy  Di rec to r  o f  P rov inc ia l  Hea l th  Depar tment

Kandal ／ Director of Chey Chumneas Hospital

4）タケオ州病院

Dr. Hem Sareth Director of Takeo Provincial Hospital

5）カンボディア国家開発評議会（CDC）

Mr. Leaph Vannden Deputy Secretary General

（2）日本側関係者

1）在カンボディア日本国大使館

柿田　洋一 一等書記官

明瀬　一行 二等書記官

2）JICA カンボディア事務所

松田　教男 所長

寺本　匡俊 次長

3）母子保健プロジェクト

明石　秀親 チーフアドバイザー

鈴木　ケイ 調整員

藤田　則子 長期専門家（産婦人科）

清水　正一 長期専門家（機材維持管理）

森兼　真理 長期専門家（母性看護）

工藤　芳子 長期専門家（臨床検査）

橋本　千代子 短期専門家（ICU ／手術室看護）

藤田　直子 短期専門家（薬剤管理）

4）個別専門家（CDC）

梅崎　路子 専門家（援助調整）
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2． 総　括

本調査団の本務はR/D および暫定実施計画（TSI）・プロジェクトデザインマトリックス（PDM）

の署名・交換にあり、またプロジェクト開始後の具体的な活動が円滑に運営されるための基盤づ

くりを目的としてカンボディア保健省と協議することである。

すでにフェーズ 1 プロジェクトを通じて、先方はプロジェクト方式技術協力の方法をよく理解

しており、大きな問題となるような相違はなく、内容についての議論を行った。

フェーズ 2 においてはフェーズ 1 で達成された成果を踏まえて、国立母子保健センター

（NMCHC）での研修を通じた母子保健要員の人材育成を主眼としていくことで合意を形成するこ

とができた。先方もこの点に関し、NMCHC に研修部設立の準備を開始するなど、積極的な姿勢を

示していることが確認された。

R/D に盛り込まれた活動の基本方針は次のとおりである。

プロジェクト目標：

地域医療を含む母子保健の改善のための人材育成が強化される

成果：

（1）トップリフェラル病院および研修センターとしてのNMCHC がさらに強化される

（2）オペレーショナル・ディストリクトの母子保健能力が改善される

（3）NMCHC と保健省人材局／国立病院／オペレーショナル・ディストリクトの母子保健にお

ける連携が強化される

なお、本プロジェクトの主眼が研修を通じた人材育成にあることから、研修実施に関する先方

負担を徐々に増やしていき、最終的にカンボディア側だけで財政的・技術的に運営できるような

体制をつくることを今後も念頭に置いて活動を進めていくことが重要と思われる。

以上の調査・協議の結果、本プロジェクトは 2000 年 3 月 31 日のフェーズ 1 プロジェクト終了

に引き続き、2000 年 4 月 1 日から開始されることとなった。
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3． 討議議事録

3 － 1　交渉経緯

R/D 案および TSI、PDM 案につき先方保健省と協議を行い、おおむね当方の案どおり了承され

たが、議論となった点および変更点は以下のとおりである。

（1）中堅技術者養成対策費（R/D ATTACHED DOCUMENT のⅡ－ 4）

最初は日本側が研修費の大部分の割合を支出しながらも、年々負担割合を減らしていき、そ

の分をカンボディア側が負担していく本スキームの趣旨については短期調査ですでに説明し

ていたが、今回再度概要説明したところ、先方の理解が得られた。短期調査の際には世界銀

行の融資により賄いたいとの提案があったが、今回は国家予算から支出するとの由であった。

（2）専門家の国内出張旅費、住居の提供（R/D ATTACHED DOCUMENT のⅢ－ 7）

当方案ではR/D 定型どおりⅢ－ 6 の（4）（5）として日本人専門家の国内出張日当、交通手

段の確保および日本人専門家の住居の提供を先方に求める内容としていたが、先方から困難

である旨の発言があったため、この文面の趣旨を説明したうえ、母子保健プロジェクトフェー

ズ 1・結核対策プロジェクトと同様の文言に変更することとした。

（3）MASTER PLAN（ANNEX I）

・プロジェクト目標を「地域医療を含む母子保健の改善のための人材育成を強化する」とし

た。これは、今期フェーズでは国立母子保健センター（NMCHC）における研修を中心と

して人材育成を主眼にしていくことを明確にするものである。

・成果 1 に NMCHC の training center としての位置づけを加えた。

・活動 1 － 1 として NMCHC 内に training division をつくることを加えた。

・活動 1 － 3 を“Establish job description”から“Revise...”とした。これは、先方によれ

ば、すでに job description が存在するため、新たにつくるのではなく改訂していくとい

う趣旨による。

（4）カウンターパート機関の体制（ANNEX Ⅳ）

NMCHC 内のどこまでをカウンターパートとするかを明確化するため、Division まで記述す

ることとした。当方として、National Program は含まれないこと、また Engineering の人員

配置を強化する点を申し入れた。



─ 6 ─

（5）合同調整委員会の構成（ANNEX Ⅵ . Joint Coordinating Committee）

短期調査で先方から提案あったところのほか、財務省代表、NMCHC 副所長を加えてほしい

旨の提案があり、了承することとした。

（6）PDM

上記MASTER PLAN の項のとおり変更したほか、プロジェクト目標の指標を研修を行った

成果がわかるようなものに変更した。
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3 － 3　討議議事録等の訳文

カンボディア国母子保健プロジェクト（フェーズ 2）のための技術協力に関する日本側実施協議

調査団とカンボディア国関係当局との討議議事録

国際協力事業団が組織し、矢崎義雄氏を団長とする日本側実施協議調査団（以下「調査団」とす

る）は、カンボディア国母子保健プロジェクト（フェーズ 2）についての技術協力計画の詳細を策

定するため、2000 年 1 月 9 日から 1 月 15 日までの日程をもってカンボディア国を訪問した。

カンボディア国滞在中、調査団は上記プロジェクトの有効な実施のために両国政府がとるべき

必要な措置に関してカンボディア国側関係当局と意見を交換し、一連の討議を行った。

討議の結果、調査団とカンボディア国関係当局はそれぞれの政府に対し、附属文書に記載する

諸事項について勧告することに合意した。

附属文書

Ⅰ .　両政府間の協力

1. カンボディア国政府は、日本国政府と協力して、母子保健プロジェクト・フェーズ 2（以

下「プロジェクト」とする）を実施する。

2. プロジェクトは付表 I に示される基本計画に従って実施される。

Ⅱ . 日本国政府のとるべき措置

日本国内で施行されている法令に従い、アジア太平洋地域の経済社会開発協力にかかるコ

ロンボプラン（以下「コロンボプラン」とする）の技術協力の枠組みの通常の手続きに基づい

て、国際協力事業団（以下「JICA」とする）を通じ日本国政府は次の措置を自ら負担してとる

ものとする。

1. 日本人専門家の派遣

日本国政府は付表Ⅱに示される日本人専門家の役務を提供する。

2. 資機材の供与

日本国政府は付表Ⅲに示されるプロジェクト実施に必要な資機材（以下「機材」とする）を

供与する。機材は、カンボディア国政府宛に港／空港に CIF により輸送された時点でカンボ

ディア政府の財産となる。
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3. カンボディア側人材の日本における研修

日本国政府は、プロジェクトに関係するカンボディア側人材を日本における技術研修のた

めに受け入れる。

4. 中堅技術者養成のための特別措置

4.1　日本国政府は、カンボディア国で行われる中堅技術者養成対策事業のため必要な次の

現地経費の一部を負担する。

4.1.1　研修参加者の日当

4.1.2　教材の準備経費

4.1.3　研修参加者のフィールド移動の日当

4.1.4　研修に必要な資機材費

4.1.5　フィールド研修に指導者が同行するときの日当

4.1.6　外部講師招聘にかかる経費

4.2　上記経費の支援は年々減少していく。減少した分の経費はカンボディア側で負担する

ものとする。

Ⅲ . カンボディア国政府のとるべき措置

1. カンボディア国政府は、日本の技術協力期間中もその後も、関係機関や裨益者、団体すべ

ての積極的参加によりプロジェクトの自立的な運営が維持されるよう、必要な措置をとる。

2. カンボディア国政府は、日本の技術協力の結果としてカンボディア国家が得た技術や知識

が、カンボディア国の経済社会発展に貢献するよう取り計らう。

3. カンボディア国政府は、コロンボプランの技術協力スキームのもと、上記 II － 1 の日本人

専門家およびその家族に対し、カンボディア国で働く他国の専門家と同様の特権、免除、便

宜を与える。

4. カンボディア国政府は、付表 II の日本人専門家との協議に基づき、上記 II － 2 の機材がプ

ロジェクト実施のために有効に活用されるよう取り計らう。

5. カンボディア国政府は、日本での技術研修によりカンボディアの人材が得た知識と経験が

プロジェクトの実施に有効に活用されるよう、必要な措置をとる。

6. カンボディア国内で施行されている法令に従い、カンボディア国政府は次の措置を自ら負

担してとるものとする。

（1） 付表 IV に示されるカンボディア側のカウンターパートの人材および事務員の役務

（2） 付表V に示される土地、建物、施設

（3） JICA を通じて供与される上記 II － 2 の機材以外で、プロジェクト実施に必要な機械、装

置、器具、車両、工具、スペアパーツほかあらゆる機材の供給や交換



─ 24 ─

7. カンボディア国内で施行されている法令に従い、カンボディア国政府は以下を支援するの

に必要な措置をとる。

（1）カンボディア国内での日本人専門家の出張

（2）日本人専門家およびその家族の宿泊

8. カンボディア国内で施行されている法令に従い、カンボディア国政府は次の経費措置をと

る。

（1）上記 II － 2 の機材にかかる据え付け、操作、維持の経費およびカンボディア国内での機

材輸送費

（2）上記 II － 2 の機材に課せられる税関費用、内国税、その他の課徴金

（3）プロジェクト実施に必要な運営経費

Ⅳ . プロジェクトの運営

1. 保健省総局長は、総括責任者として、プロジェクト運営および実施の全体責任を負う。

2. 国立母子保健センター（以下NMCHC とする）所長は、実施責任者として、プロジェクト

の組織および技術的な事項に責任をもつ。

3. 日本人のチーフアドバイザーは、プロジェクト実施に関するあらゆる事柄について総括責

任者と実施責任者に対して必要な提言と助言を与える。

4. 日本人専門家はプロジェクト実施に関する技術的な事項についてカンボディア側カウン

ターパートに対し技術指導・助言を与える。

5. プロジェクトで技術協力を効果的かつ成功裡に実施するために、付表VI に示す機能と構

成をもつ合同調整委員会を設立する。

Ⅴ . 合同評価

プロジェクトの評価は、成果を達成するため中間時点と終了 6 カ月前に JICA とカンボディ

ア国側関係者を通じ両国政府により行われる。

Ⅵ . 日本人専門家に対する請求

カンボディア国政府は、プロジェクトに対する技術協力に従事する日本人専門家のカンボ

ディア国における職務の遂行に起因し、その遂行中発生し、またはその他遂行に関連して日

本人専門家に対する請求が生じた場合には、その請求に関する責任を負う。ただし、日本人

専門家の故意または重大な過失から生じた請求については、この限りではない。



─ 25 ─

Ⅶ . 相互協議

本附属文書にかかわる大きな問題について、両国政府は、相互に協議を行うこととする。

Ⅷ . プロジェクトの理解と支援を促進する措置

カンボディア国民のプロジェクトに対する支援を促すため、カンボディア国政府はプロジェ

クトがカンボディア国民に広く知れ渡るよう適切な措置をとる。

Ⅸ . プロジェクトの期間

プロジェクトでの技術協力の期間は、2000 年 4 月 1 日から 5 年間とする。

付表

Ⅰ . 基本計画

1. プロジェクトの目的

（1）スーパーゴール

カンボディア国の母子保健状況が改善される。

（2）上位目標

カンボディア国における母子保健サービスの質が改善される。

（3）プロジェクト目標

地域医療を含む母子保健の改善のための人材育成が強化される。

2. 成果

（1）国のトップリフェラル病院および研修センターとして、NMCHC がさらに強化される。

（2）オペレーショナル・ディストリクト（リフェラル病院およびヘルスセンター）の母子保

健能力が改善される。

（3）NMCHC と保健省人材局／国立病院／オペレーショナル・ディストリクトの母子保健に

おける連携が強化される。

3. プロジェクトの活動

次の活動がプロジェクトのもとで行われる。

成果（1）に対応して、

（1）－ 1 NMCHC に研修部を創設する

（1）－ 2 マネージメントサイクルを使ったマネージメント全般を向上させる
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（1）－ 3 役割分担を改訂する

（1）－ 4 会計能力／知識向上のため職員を研修する

（1）－ 5 病棟・病院での薬剤・物品管理のシステムを構築する

（1）－ 6 病院管理システムを構築する

（1）－ 7 職員・患者間のコミュニケーションのための研修を実施する

（1）－ 8 患者・家族に対する健康教育を行う

（1）－ 9 患者ケアを標準化する

（1）－ 10 新しい臨床検査項目を導入する

成果（2）に対応して、

（2）－ 1 評価まで含めた研修計画を策定する

（2）－ 2 フィールドスタッフに対する研修を実施する

（2）－ 3 監督指導活動を行う

（2）－ 4 学生教育との調整を強化する

（2）－ 5 健康教育のための人員を研修する

成果（3）に対応して、

（3）－ 1 監督指導活動後、フィールドに情報をフィードバックする

（3）－ 2 監督指導活動のチェックリストを改訂する

（3）－ 3 監督指導者を研修する

（3）－ 4 病院間の定期会議・カンファレンスを実施する

（3）－ 5 医療機材維持修理のために他病院と協力する

Ⅱ . 日本人専門家

1. チーフアドバイザー

2. 業務調整

3. 長期・短期専門家

－長期

（1）産婦人科

（2）医療機材維持管理

（3）臨床検査

（4）助産婦

（5）看護管理

－短期

（6）IEC ／研修
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（7）新生児科

（8）麻酔科

（9）放射線科

（10）放射線技術

（11）看護管理

（12）産婦人科

（13）臨床検査

（14）病院会計

（15）手術室／新生児室看護

（16）病院管理

（17）病院施設管理

（18）薬剤

（19）病院情報

（20）HIV ／ AIDS カウンセリング

4. その他必要な分野

専門家派遣の要請は、カンボディア国政府からA1 フォームが提出されることにより行われ

る。

Ⅲ . 資機材

1. 伝統的産婆キット

2. 助産婦キット

3. 産婦人科用機材

4. 臨床検査用機材

5. 情報管理・研修・その他必要な機材

機材の要請は、毎年カンボディア国側から申請フォーム（A4 フォーム）が提出されること

により行われる。

Ⅳ . カンボディア側カウンターパート・運営の人員

1. NMCHC 所長

2. NMCHC 副所長

3. NMCHC の下記分野のカウンターパート要員

－ 会計部門

－ 管理部門
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－ 技師

－ 人事

－ 総務

－ 技術部門

－ 医療（臨床部、看護部）

－ 研修部

4. リフェラル病院およびヘルスセンター職員

Ⅴ . 土地、建物、施設

下記についてはカンボディア側投入として提供される。

1. チーフアドバイザーおよび他の日本人専門家用の事務所または執務スペース

2. NMCHC の電気、ガス、水、下水道システム等の運営経費

3. 円滑なプロジェクト実施のための関係機関および地方自治体の保健省による調整

Ⅵ . 合同調整委員会

1. 機能

合同調整委員会は少なくとも 1 年に 1 回、必要なときに開催され、下記の機能を担う。

（1） プロジェクトの年間実施計画の作成

（2） 年間計画の達成度やプロジェクトの進捗のレビュー・モニタリング

（3） プロジェクト活動の評価

（4） プロジェクトに関連する事項の議論

2. 構成

（1）議長：保健省長官

（2）カンボディア側

（a）保健総局長

（b）財務局長

（c）国際関係局長

（d）病院局長

（e）人材局長

（f）NMCHC 所長・副所長

（g）カンボディア国家開発評議会代表

（h）経済財政省代表

（i）外務省代表
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（j）必要に応じプロジェクトに関連した人員

（3）日本側

（a）チーフアドバイザー

（b）業務調整員

（c）専門家

（d）JICA カンボディア事務所長

（e）JICA から派遣される他の人員

＊日本大使館からオブザーバーとして参加することができるものとする。
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4． プロジェクト実施上の留意点（分野別）

4 － 1　運営管理分野

フェーズ 2 のための短期調査では、プロジェクト成果として、①国立母子保健センター

（NMCHC）がさらに改善される、②オペレーショナル・ディストリクトの能力が向上する、③

NMCHC と他の国立病院やオペレーショナル・ディストリクトの連携が強化される、の 3 点があげ

られていた。これを踏まえた国内における事前協議にて「人材育成」を主眼とすべきということに

なり、①の項目に、「NMCHC のトレーニングセンターとしての機能が強化される」を追加し、R/D

協議にて双方の合意をみた。

この結果、プロジェクトでは、A）病院機能の強化、B）人材育成、C）保健省人材局／国立病院／

オペレーショナル・ディストリクトとの連携強化、に焦点をあてることになった。

A）に関しては、フェーズ 1 にて主に取り組み、診療費徴収制度（User fee System）の導入や看

護部の設立など成果をあげた。フェーズ 2 では、フェーズ 1 成果を土台に、より質の向上をめざ

した協力をめざしている。フェーズ 1 で移転された基本的な技術を、病院という組織としていか

に運営管理し、成果をあげていくかを中心とした技術移転がフェーズ 2 では求められている。

B）については、フェーズ I でも実施されてきたが、必ずしも保健省のプログラムと連携して実

施されてきたとはいえず、今後の大きな課題として残っている。従来、NMCHC にはトレーニング

を行うセクションとして Training of Trainees（TOT）が置かれているが、実際はわが国以外のド

ナーによるトレーニングを引き受けて実施しており、ドナーの意向が優先され、保健省やプロジェ

クトとは直接関係のないところで行われてきた。今回、カンボディア側より、この TOT を発展解

消し、Training Division として位置づけ、プロジェクトにおけるトレーニングをここで実施した

いとの意向が示された。従来 TOT に配置されている職員は、ドナーから提供されたトレーニング

を引き受け、実施することによりドナーより特別な手当を得ていたが、プロジェクト内で実施す

ることになると特別待遇を受けることはできなくなる。このような収入に関係する問題の解決も

フェーズ 2 プロジェクトの課題である。オペレーショナル・ディストリクトの能力向上も成果に

あげられており、そのためのトレーニングをどのレベルにまで、たとえば県病院や郡病院のスタッ

フに限るのか、県衛生部の行政担当者も含めるのかなど、実施するのか、今後検討する必要があ

る。研修業務の一部は、中堅技術者養成事業により実施される。この事業は、年々カンボディア

側負担が増加していくものであり、その財源確保については議論があったが、カンボディア側

より保健省が責任をもって負担する旨表明された。カンボディア政府の財政状況を考えると、カ

ンボディア側による負担には大きな困難が伴うものと予想されるが、公の場でこのような発言が

みられたことは、自助努力の必要性を認識したものとして高く評価したい。

C）については、B）とも重複するが、プロジェクト活動を保健省の人材局と連携し実施するこ
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とは、NMCHC で行われる研修事業をナショナルプログラムとして意義づけられることに通じる。

人材局を上位機関として位置づけるのではなく、人材局の人間がカウンターパートの一員として

プロジェクトに参加し、よりよき研修コースの育成、実施に関与できるよう働きかけるべきであ

る。

以上述べてきたように、フェーズ 2 プロジェクトの主眼は研修を通じた人材育成であり、短期

専門家の派遣や研修生の受入事業等の投入もこのことを踏まえたものにする必要がある。また、訓

練を受けたオペレーショナル・ディストリクトの人々が、その成果を十分に発揮できるようにす

るためには、行政や保健医療システムに関連した専門家の投入も考慮するべきであろう。

カンボディアは、復興以来 10 数年、さまざまな援助を受けてきており、ドナー依存の体質が強

い。ドナーの言いなりにやってきたといっても過言ではない。わが国協力もこのような状況のな

かで実施されてきたわけであるが、フェーズ 2 では、「オーナーシップ」や「自助努力」等の概念

がカウンターパートに芽生えるような協力を心がけるのが望ましい。

4 － 2　産婦人科分野

（1）NMCHC の臨床面での評価

1 月 11 日（火）の午前中にNMCHC を視察した。NMCHC の総外来患者数は1999 年の 7 月

以降、いずれの月も 7,000 人を超えており、1998 年の月平均 5,361 人を大きく上回っている。

またANC（分娩前健康診査）の数も1998 年の月平均が 1,592 人であるのに対し、1999 年 5 月

以降は毎月 2,000 人を超えており、病院スタッフおよび日本人専門家の努力、宣伝活動の成果

が十分あがっていることがうかがえた。ANC を受ける回数については、1999 年 11 月の数値

でみると、1 回が 37％、2 回が 24％、3 回が 18％、4 回が 10％、5 回以上が11％と、依然とし

て回数が少ないのが現状である。

分娩数は1998 年の月平均が507 例であったのに対し、1999 年 9 月以降は 600 例を大きく超

えており、プノンペンにおける全分娩の半数以上を占めている。陣痛室には分娩監視装置が

設置してあるが、分娩室には聴診用のドップラーしかないため、分娩直前の心拍数の変化が

大きくなる時期には胎児の状態の正確な評価は困難である。また分娩監視装置の記録の読み

方についてはきわめて未熟であり、さらに指導を要する。母体死亡は 1999 年 7 月以降 9 例あ

り、それらのうち妊娠中毒症によるものが 3 例と最も多く、妊娠中毒症の管理の重要性がう

かがわれた。なおこの間、感染症による死亡は 1 例もなかった。

11 日には藤田専門家とともに、問題症例についてのカンファレンスとその後の回診につく

機会を得た。検討症例は重症妊娠中毒症と、巨大卵巣嚢腫合併妊娠であったが、妊娠中毒症

については藤田専門家の指導でヒドララジンと硫酸マグネシウムによるプロトコールが作成

されており、場当たり的な治療から論理的根拠に基づいた統一的な治療への転換が図られて
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いた。しかし重症妊娠中毒症において重要な胎児の管理についてはいまだ不十分で、胎児モ

ニター（分娩監視装置）による non stress test（NST）は行われておらず、超音波による胎児

体重の推定も不十分なものであった。回診では看護婦によるいわゆる「温度板」の記載がきわ

めて不正確で、記載の正確さなど臨床に対する基本的な姿勢においてまだまだ問題があるこ

とが示された。巨大卵巣嚢腫合併妊娠では、たとえ妊娠中であっても手術が必要であると指

導し、患者の説得に当たらせた。藤田専門家によれば、病棟回診は日本人専門家が一緒に回

らないときには、依然きっちりとは行われていないとのことであった。

婦人科疾患の手術も同様に増加傾向にあるが、NMCHC にはいまだ病理部門がなく、診断上

きわめて問題が大きい。病理医の育成は今後の大きな課題である。

超音波検査の件数も1998 年の件数が556 ／月であったのに対し、1999 年 5 月以降は毎月の

件数が 700 以上と著明に増加していた。しかし、診断レベルにはまだまだ問題があった。

なお、1 月 12 日にはカンダール州病院、13 日にはタケオ州病院を視察する機会があった。

カンダール州病院では 40 ～ 50 ／月の分娩、数件の帝王切開術が行われており、タケオ州病

院では月間約 70 の分娩、うち 10 数件の帝王切開が行われているとのことであった。超音波

診断装置などの機器は古く、整備にも限界があるようであった。

上記に対する対応策として、長期・短期専門家の派遣、診療マニュアルの作成、カンファレ

ンス、回診の徹底、病理部門の確立など、NMCHC の機能強化があげられる。

（2）教育・研修の現状と問題点

教育・研修については、NMCHC のスタッフに対する教育、医学部卒業後の医師に対する卒

後研修、地方病院の医師に対する研修に分けて考える必要がある。

NMCHC の医師に対する臨床教育では、藤田専門家により診断・治療のレベルアップが図ら

れ、徐々にではあるが実効が出てきている。技術面では chief、vice chief の地位にある医師

は、帝王切開などの技術的には十分なものをもっている。Vice chief の下には senior doctor、

さらに junior doctor がいるが、vice chief と senior doctor の間には技術的にきわめて大きな

差があり、senior doctor は帝王切開もまだあまりやっていない（やらせてもらっていない）と

のことであった。Chief も若いころにきちんと人に教えてもらった経験がないので、下の者に

対する教え方がよくわかっていない。教育には学会活動に積極的に参加するのが有効な手段

のひとつである。1999 年 11 月にはカンボディア医学会が開催され、産婦人科のセッションで

は 7 題が発表されたが、そのうち 5 題は NMCHC からの演題であり、学会活動においても

NMCHC は重要な位置を占めるようになっている。ちなみに発表された演題と演者は以下のよ

うであった。

1）子癇の予防とコントロールにおける硫酸マグネシウムの有用性について（Dr. Koum
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Kanal）

2）娩後の出血予防におけるオキシトシンの有用性について（Dr. San Chan Soeung）

3）子宮内胎児死亡時の娩出におけるプロスタグランジンの有用性について（Dr. Tan Vuoch

Chheng）

4）母体死亡の臨床統計（Dr. Tiv Say）

5）緊急帝王切開の適応について（Dr. Seang Tharith）

他の施設からの演題は総説のような内容であり、NMCHC における治療方針が将来、そのま

まカンボディアにおけるスタンダードな治療法になり得る可能性もあり、NMCHC の役割は今

後ますます大きくなるものと思われた。

卒後研修に関しては、本来カンボディア産婦人科医会 （association） が責任を負うべきも

のと考えるが、association 自体ほとんど機能を果たしていないようで、わが国にあるような

臨床研修プログラムは存在していない。今後は卒後研修のシステムづくり、カリキュラムの

制定などを association と共同で行っていく必要がある。なお、プノンペン大学にはわが国に

おける大学付属病院は存在せず、産婦人科の教育病院は NMCHC を含めて 3 病院であり、そ

れらのなかではNMCHC が最も充実している。

地方の病院の医師の研修についてはNMCHC が中心になって行う以外になく、具体的な内

容や方法につき、早急に検討を開始する必要がある。

上記に対する対応策として、上級医師の意識改革（若手の教育）、学会活動の活発化、asso-

ciation との連携、臨床研修カリキュラムの制定、地方医師に対するトレーニングコースの開

設など、教育・研修機能の強化があげられる。

4 － 3　看護管理分野

（1）看護管理体制の充実・強化

看護や看護管理の概念のないカンボディアで看護部を設立し、それを機能させてきたフェー

ズ 1 の成果は大きい。しかし、その方法はカンボディア独自の方法ではなく、日本の体制を

そのまま鋳型として当てはめざるを得ない状況であった。そして、日本人専門家を看護管理

のモデルとしてすすめてきた。

その結果、外来部門の充実で妊婦検診率の増加、ガイドナースの導入、母親学級の充実、乳

児検診率の増加、分娩件数の飛躍的伸び、産後の指導など、臨床におけるサービスが強化さ

れた。

看護管理という視点で現況を見てみると、ほとんどの業務が看護部長に集中している。3 人

の副看護部長は病棟婦長と兼務し、副部長としての役割が明文化しているとはいえ、病棟業

務が中心である。看護部長は業務を委譲しようとしているが、副部長が役割遂行できずフォ
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ローしなければならないことや、看護部長の仕事が理解されていないため協力体制が不十分

である。

今後は、副看護部長の役割を再確認し、病棟婦長の役割を外し、副部長の業務に専念でき

る体制づくりが必要ではないかと考える。

（2）業務の見直し

150 床、分娩件数 1 カ月 600 件以上に対し、139 名の看護婦、助産婦で対応している。ベッ

ド数に対して看護婦の数が多いと思われるが、看護部は不足を訴えている。

有効的に看護婦を活用するため、業務内容の見直しを図り、業務を整理していく必要があ

ると考える。

（3）人材の育成

フェーズ 2 の目玉であるが、看護部もここ数年で世代交代の時期が来る。フェーズ 2 終了時

には、中心的役割の人材は残っていない状況になる。5 年後を見越した有能な人材の発掘、活

用を考えていく必要がある。特に日本で研修を受けた、助産婦たちの活用を強く希望する。

（4）ローテーション

看護婦、助産婦のローテーションは行われ始めたばかりである。ローテーションの意味は、

マンネリ化を防ぎ、職場の活性化を図ることにある。次フェーズに向けて、婦長、副婦長の

ローテーション、新しい人の採用なども考えて活性化を図ってほしい。

（5）臨床看護の充実

フェーズ 1 に引き続き、地域の人々を中心に研修が行われる。

NMCHC での研修の特徴は、実習機能にある。しかし、その実習生を受け入れる臨床の状況

は、知識、技術共に十分でなく、指導方法も各個人に任されている。実際にはほとんど指導

されていない。多くの研修生が、講義には満足しているが、実習に対して不満を感じている

ことからも、この点の充実を図る必要がある。そのためには、基本的知識、技術の裏づけの

知識の講義、技術の再確認、実習指導についての院内教育を計画・実施し、充実する必要が

ある。

（6）その他

与えられた形のなかでも、サポートされている場合は問題ない。しかし、自分たちの必然

性で生まれてこなかった体制は、時に崩れやすい。フェーズ 2 を行うにあたり、看護部、特に
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看護部長、副部長 3 人で自分たちの役割と今後の活動について話し合う場が必要と考える。婦

長会議のみが強調されてきたが、4 人の協力体制強化のコミュニケーションが望まれる。
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